
人

１

２

（給与減額の状況）

減額措置の内容

（給料）

平成２５年４月１日時点のラスパイレス指数

平成２５年４月１日時点の参考値

平成２５年７月１日時点のラスパイレス指数

（手当）

期末勤勉手当 管理職手当

１

２

３

人件費には職員の給与、退職手当負担金、共済費の他、市長等の特別職の給与、議員その他各種委員の報酬等に加え、平成24年度からは
一般職非常勤職員の報酬、社会保険料を含んでいます。一般職非常勤職員の報酬、社会保険料を除いた人件費率(B/A)は18.6%です。

（３）　特記事項

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

（注）

（４）　ラスパイレス指数の状況　（各年４月１日現在）

（注）

24年度

1,896,412

職員数

Ａ

　職員手当には退職手当を含みません。

　職員数は、平成24年４月１日現在の人数です。

給 料

千円

490

給 与 費

職員手当 計　Ｂ 給与費 Ｂ/Ａ

(参考)一人当たり

千円 千円千円

期 末 ・ 勤 勉 手 当

人件費

千円

千円

（２）　職員給与費の状況　（普通会計決算）

区 分 （参考）類似団体平均

千円

Ｂ

一人当たり給与費

％

262,565 4,688,025 20.5 19.7

Ｂ/Ａ

区　分 実質収支

％

22,855,962

千円

千円

5,935

（参考）

１　　総括　

（１）　人件費の状況　（普通会計決算）

Ａ

歳出額

平成23年度の人件費率

人件費率

24年度

海南市の給与・定員管理等について

229,029 671,110 2,796,551 5,707

住民基本台帳人口

（平成24年度末）

55,240

人

　差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数です。

　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値です。

一般職

市長・副市長・教育長

１～３級

４級

国の要請等を踏まえた
減額措置の取組

実施

５～７級

市長・副市長・教育長 １０％減額

一般職 ２％減額

議長・副議長・議員

議長・副議長・議員

７％減額

１０％減額

２％減額

５％減額

97.1

100.0

　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の

一般職 １０％減額

減額実施期間

平成２５年７月１日～平成２６年３月３１日

７％減額

７％減額

105.1

100.1 

97.1 

98.3 

105.1 
105.8 

106.6 

97.1 
97.8 

98.5 

100.0  

102.8 

104.0  

90

95

100

105

110

海南市 類似団体平均 全国市平均 

(H20.4.1) 
(H25.4.1) 

 (H25.4.1) 
  ※参考値 

(H25.7.1) 
(H20.4.1) 

(H25.4.1) 
 (H25.4.1) 
  ※参考値 

(H25.7.1) 
(H20.4.1) 

(H25.4.1) 
 (H25.4.1) 
  ※参考値 

(H25.7.1) 



歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

歳 円 円 円

海南市 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員は前年度に支給さ

れた期末・勤勉手当、民間は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

１

２

３

50.4

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を

合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

40.4

45.8 381,067

　ないとした場合の値（減額前）です。

5,764,207 －

平均給与月額

336,303

和歌山県

区 分 平 均 年 齢

－

36

また、雇用形態についても、民間データには日々又は１カ月以内の期間を定めて雇用されている者のうち１月に18日以上雇用

※民間の類似職種等の比較にあたっては、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

－その他

3,235,200うち調理員 5,728,291

※民間データは、賃金構造基本統計調査で公表されているデータを使用しています。（平成２２年～平成２４年の３ヶ年平均）

8

350,999

海南市

－

－

－

参　　　考

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

民間
（Ｄ）

309,534

－

－

352,820

356,789

3,980,600

－

－

－

－

315,491

－

－

6,476,269

1.41

1.49240,100

272,119

357,038

Ｃ/Ｄ

平均年齢

351,653 357,173

364,922

1.77

－－ －

336,134

－

15

44.6

353,459

9

334,826

歳
－ 325,400

378,102

－

民　　　間

32 371,667 －

49.3

44.7

－

234

－

1.63

－

対応する民間
の類似職種

平均年齢

409,046

－

廃棄物処理従業員

調理士

－

平均給与月額

（国ベース）

和歌山県

51.2

51.3

Ａ/Ｂ

290,600

－

384,355

361,144

平均給与月額

（Ｂ）

参 考

49.9

②技能労務職

42.8 325,045 388,435 359,832

349,894

42.5

減額後

海南市 42.7 326,590

286,850
3,272 人

平均給料月額職員数

減額前

（ 国 比 較 ベ ー ス ）

うち清掃職員

類似団体

52.1

50.9

－

区 分
公務員

（Ｃ）

和歌山県

－

369,196

332,446

368,211

307,220 －

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成25年４月１日現在）

①一般行政職

区 分 平 均 年 齢

国

国
減額前

43.1 歳

333,549

④幼稚園教育職

299,886

40.5 306,506

309,217

422,240

類似団体

海南市

平均給料月額

（注） 　「平均給料月額」とは、平成24年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

区 分

された者など、いわゆる非正規雇用の者も含まれています。

平均給与月額 平均給与月額

405,463

410,430

384,073

392,010 428,833

431,094

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

③高等学校教育職

区分

海南市

うち調理員

－ － －

44.3

類似団体 452,814

　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の減額前欄は、給与改定・臨時特例法による給与減額措置が

和歌山県

うち清掃職員

その他

45.2 387,257

45.6

平均給与月額

（Ａ）

350,638343,950

公　　務　　員

平均給料月額

376,257

２　　職員の平均給与月額、初任給等の状況　

類似団体

減額後



円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。

円 円 円

円 円

円 円

円

※学歴は給与決定上の学歴区分であり実際の学歴とは異なります。

１

２

３ 　構成比は四捨五入をしているため、合計値が100になりません。

366,200 円 456,200 円

289,200 円 400,600 円

320,600 円 円

222,900 円 354,700 円

261,900 円 388,300 円

243,700 円

185,800 円 307,800 円

経験年数３０年

該当者なし

365,000

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

320,867

経験年数２５年

376,100

361,800

該当者なし

291,900

該当者なし高等学校教育職 大 学 卒

大 学 卒 該当者なし

305,448

該当者なし 該当者なし

172,200

-

経験年数１０年

該当者なし

256,033

経験年数２０年

199,700

362,129

該当者なし

大 学 卒

教 育 職

140,100

172,200 199,700

該当者なし

該当者なし

区 分

高 校 卒

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（平成25年４月１日現在）

178,800大 学 卒

高 校 卒

標 準 的 な 職 務 内 容

１．勤務評定の実施
　地方公務員法第４０条の規定に基づき、毎年１０月１日を基準日として実施しています。
２．勤務成績の反映
　海南市職員の勤務評定結果の運用に関する要綱に基づき、評定結果を昇給に反映させています。
３．実施状況
　平成25年度実施の勤務評定の結果、４号給昇給を標準とし、評価が基準に満たない職員は、2号給以下の昇給としました。

（２）　昇給への勤務成績の反映状況

６ 級 4 人

13.8 ％

　海南市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

７ 級

５ 級 37

（注）

人

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

6 人 2.2 ％

課長

422,6001.5 ％

４ 級 120 人 44.8 ％

19.4 ％人

２ 級

24 9.0

25 人 9.3

副主任

％

（１）　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況　（平成25年４月１日現在）

区 分 職 員 数

主事　技師

３ 級 52

１号給の
給料月額

３　　一般行政職の級別職員数等の状況　

一 般 行 政職 大 学 卒

％

構 成 比

１ 級 人

主査

最高号給の
給料月額

135,600 円

高 校 卒

（注）

教 育 職

次長

技 能 労 務職

課長補佐　係長　主任

中 学 卒

中 学 卒 135,600 129,200

高等学校教育職

部長

国

一 般 行 政職

199,700

141,900技 能 労 務職 高 校 卒 140,100

144,500

大 学 卒 -

133,418（140,100）

区 分 海 南 市 和 歌 山 県

（２）　職員の初任給の状況　（平成25年４月１日現在）

-

-

163,987（172,200）

１級 

9.0% 
１級 

9.0% 

１級 

6.0% 

２級 

9.3% 
２級 

8.2% 
２級 

11.9% 

３級 

19.4% 

３級 

26.6% 
３級 

22.5% 

４級 

44.8% 

４級 

40.4% 
４級 

42.4% 

５級 

13.8% 

５級 

12.0% 
５級 

14.2% 

６級 

1.5% 
６級 

1.5% 

６級 

1.0% 

７級 

2.2% 
７級 

2.2% 

７級 

2.0% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 



月分

-

１．勤務評定の実施
　地方公務員法第４０条の規定に基づき、毎年１０月１日を基準日として実施しています。
２．勤務成績の反映
　海南市職員の勤務評定結果の運用に関する要綱に基づき、評定結果を勤勉手当に反映させています。
３．実施状況
　平成25年度実施の勤務評定の結果、評価が基準を上回った職員の基準割合に5/100を加算しました。また、評価が基準に満たなかっ
た職員については、基準割合より5/100～10/100を減じました。

％海南市

－ 千円

円

- 人 -

支 給 率

勤 続 ２ ５ 年

勤 続 ３ ５ 年

最 高 限 度 額

勤 続 ２ ５ 年

その他の加算措置

月分55.86

55.86

最 高 限 度 額

（３）　地域手当

定年前早期退職特例措置2～20％その他の加算措置

千円

勤 続 ２ ０ 年

月分 55.86

勤 続 ３ ５ 年

１人当たり平均支給額

月分

定年前早期退職特例措置2～20％

184 千円 23,925

55.86

月分

月分月分 55.86

月分

勤 続 ２ ０ 年

46.55 月分

55.86

月分 38.955 月分

28.787523.03 月分

（２）　退職手当　（平成25年４月１日現在）

国

自己都合

月分

月分

32.83

勧奨・定年（ 支 給 率 ）

- ％

38.955

海 南 市

勧奨・定年

月分 月分

23.03 28.7875

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　５～20％
・管理職加算　10～25％

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（　 1.45）

46.55

32.83

（ 支 給 率 ）

勤勉手当への勤務実績の反映状況

（　 1.45）

2.60 月分

期末手当 勤勉手当

月分

自己都合

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　５～20％

（平成24年度支給割合）

月分 （　　0.65） 月分

1.35

月分月分 （　　0.65）（　 1.45） 月分 （　　0.65） 月分

月分 月分1.35

海 南 市 和 歌 山 県 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1,561

１人当たり平均支給額（平成24年度）

1,393

（加算措置の状況）

５　　職員の手当の状況　

（１）　期末手当・勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

１人当たり平均支給額（平成24年度）

千円 千円

国の制度（支給率）

支給職員１人当たりの平均支給年額（平成24年度決算）

支 給 対 象 職 員 数

－

支給実績（平成24年度決算）

％

支 給 対 象 地 域

海南市（高等学校教育職） - ％ - 人 -

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

2.60 2.60 月分 1.35 月分

（平成25年４月１日現在）



- －
土木作業に従事する職員が危険を伴
う道路及び下水の補修作業に従事し
たとき

従事１日につき 400円

手 当 の 名 称

- －

（４）　特殊勤務手当　（平成25年４月１日現在）

支給実績　（平成24年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成24年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合　（平成24年度）

主な支給対象職員

- －

従事１回につき 500円
ただし、1月1日から1月3日までの間に
従事した場合は、1,000円とする。

－

職員が深夜（午後10時から翌日の午
前５時までの間をいう。以下同じ。）の
一部又は全部において呼び出しを受
けた緊急の業務に従事したとき

-

千円

円

％

7,248

40,949

32.0

従事１日につき 500円

24

犬猫等の死体処理の作業に従事した
とき

左記職員に対する支給単価

従事１回につき 300円

清掃作業に従事する職員がごみの収
集作業に従事したとき

従事１日につき 500円

従事１回につき300円

従事１回につき 1,000円

-
保育所の所長の職にある職員（さくら
園の指導保育士を含む。）

－ 月額　5,000円

-

-

-

- －
感染症の予防及び発生の防疫作業に
従事したとき

主な支給対象業務

手当の種類　（手当数）

特に困難な市税の徴収等に従事した
とき

－

保健師が感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律（平成10年
法律第114号）第６条第２項及び第３項に定
める感染症及び市長がこれらに相当すると
認める感染症（以下「感染症」という。）の予
防指導の業務に従事したとき

－

- －

社会福祉法（昭和26年法律第45号）
第15条第4項の規定に基づき、福祉事
務所の所員が家庭訪問し、生活指導
を行う等の事務に従事したとき

従事１回につき 250円

- －
行旅死亡人を取り扱う業務に従事した
とき

従事１回につき 2,000円

保育所の副所長の職にある職員 － 月額　3,000円

-
保育所の主任保育士の職にある職員
（さくら園の主任保育士を含む。）

－ 月額　2,000円

- －
消防職員が緊急自動車の機関員の業
務に従事したとき

従事１日につき　　100円

月額　4,000円

- －
消防職員がはしご車のはしごに登は
んしたとき

従事１回につき    500円

従事１回につき    150円

- －
消防職員が水火災現場に出動したと
き

従事１回につき    200円

－
消防職員が救急業務、救助活動又は
漏油事故処理作業に従事したとき

－ 消防職員が潜水作業に従事したとき 従事１回につき  1,000円

- 幼稚園の教務主任の職にある職員 －

- －
消防職員が深夜の一部又は全部にお
いて行われる消防通信業務に従事し
たとき

-
従事１回につき 　 200円
ただし、救急業務に係る手当について
は、１日につき1,000円を上限とする

-



（６）　その他の手当　（平成2５年４月１日現在）

住居手当

通勤手当

職務の級、号給に応じ 2,000円～8,000円

交通用具使用者
(片道の通勤距離2km以上の職員に支給)
通勤距離に応じて2,500円～26,000円

異なる

国　支給なし

210,932

78,315

70,422

589,623

13,500

千円

23

国
支給対象職員
の職務に応じ
定額制

千円

19,188

51,9231,350 千円

614

円

（2４年度決算）

円

・配偶者13,000円

・配偶者以外の扶養親族のうち１人につき6,500円

・配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人目11,000円

１回につき4,200円

国　支給なし

同じ

・借家、アパート等を借り受け月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員家賃に応じ27,000円を限度として支給

同じ

行政職給料表の職務の級５級の職員又は消防職給料表の職
務の級４級の職員のうち重要な業務を所掌する課等の長の
職にあるもの 月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員又は消防職給料表の職
務の級４級の職員（課長待遇の者に限る。）のうち上記の
条件に該当しないもの 月額40,000円

休日(祝祭日、年末年始)の正規の勤務時間中に勤務した場
合 １時間あたりの給与額×135/100

正規の勤務時間として午後10時から翌午前5時までの間に勤
務した場合 1時間あたりの給与額×25/100

管理職手当

国
支給金額
2,000円～
24,500円

高等学校教員特
別手当

千円

千円

千円休日勤務手当 111,877

84,573

14,544

宿日直手当

同じ

31,250

交通機関利用者
最高支給限度額55,000円

消防職給料表の職務の級６級及び第５級の職員
月額60,000円 異なる

行政職給料表の職務の級７級の職員
月額70,000円

行政職給料表の職務の級６級の職員
月額65,000円

同じ

円

円

同じ

29,014

6,935

管理職手当を支給される職員が週休日、休日に勤務した場
合。勤務１回につき 部長級8,000円 課長級6,000円

円

との異同

同じ

21,380
異なる

国の制度

・自宅を所有している職員1,500円
　※平成24年度末廃止

(新築、購入５年間2,000円)
　※平成24年度末廃止

国の制度と

異なる内容内容及び支給単価

千円扶養手当

－

－

支給職員１人当たり

平均支給年額

58,639

支給実績

管理職員特別勤
務手当

夜間勤務手当

千円 円

異なる

円

（2４年度決算）

円

同じ

円

千円

千円

千円

－

救急救命士の資格を有し、救急業務
に従事する消防職員

支給実績　（平成2３年度決算）

（５）　時間外勤務手当

-
防災航空隊の業務に従事する消防職
員

-

手　当　名

・16歳から22歳までの子１人につき5,000円

45,056

月額　30,000円

-

従事１日につき　1,000円

職員１人当たり平均支給年額　（平成2３年度決算） 89

消防職員が医師の指示に基づき、高
度救命処置手当を実施したとき

職員が災害等により他の自治体に派
遣され、応急作業又は災害調査業務
に従事したとき

従事１日につき　1,000円

－ 月額　3,000円

- －

消防職員が正規の勤務時間以外の時
間に災害時の緊急業務に従事した場
合において、当該勤務時間の一部又
は全部が深夜に含まれるとき。

従事１回につき  1,000円

-

支給実績　（平成2４年度決算） 47,423 千円

職員１人当たり平均支給年額　（平成2４年度決算） 103 千円



円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

890,000×在職月数×43.3／100 円

745,000×在職月数×25.8／100 円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

人

（ 人 ）

人

（ 人 ）

〔 〕 〔 〕 〔 〕 人

（注）１　職員数は「定員管理調査」（教育長除く）における職員数です。

２　[ ]内は、条例定数の合計です。

9,226,080

計

440,000 560,000

129.44

類似団体の人口１万人当たりの職員数 53.82

組織の見直し、事務の効率化

＜参考＞

人口１万人当たり職員数

245,000

440,000

＜参考＞

公
営
企
業
等

会
計
部
門

893

231

病 院

育休任期付職員の採用

消防業務の充実

医療看護業務の充実

類似団体の人口１万人当たりの職員数 72.62

人口１万人当たり職員数 87.62

54.13

20

6

35

小 計 15

2

商 工

労 働

農 林 水 産

民 生

6

組織の見直し、事務の効率化

-1
普

通

会

計

部

門

799 人口１万人当たり職員数

そ の 他

水 道

33

小 計

教 育 部 門

土 木

92

97

45

193

一

般

行

政

部

門

301

7

合 計

消 防 部 門

13

714 8

25

-94

706

20

-6

44 -1

299

91

490 483 -7

216

158 171

部 門

税 務

議 会

総 務 企 画

32

副 議 長

議 員

（平成24年度支給割合）

（平成24年度支給割合）

18,497,760

給 料 月 額 等

（支給時期）

3.95

3.95 月分

（算定方法） （１期の手当額）

主 な 増 減 理 由

６　　職員数の状況　

平成24年 平成25年

職 員 数 対 前 年区 分

増 減 数

市 長

副 市 長

退
職
手
当

市 長

副 市 長

議 長

期

末

手

当

副 議 長

議 員

310,000

－

月分

給

料

698,000議 長 540,000

－

480,000 620,000
報

酬

804,000 375,000

市 長

－

－

222,000

-5 組織の見直し、収集作業員の非常勤職員化

7

-2

＜参考＞

25

1,000,000

5 国体準備室の新設

83 83

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由

副 市 長 745,000

－

21 20

区 分

82 87

衛 生

組織の見直し、事務の効率化

890,000

37

（参考）　類似団体における最高　/　最低額

５　　特別職の報酬等の状況　（平成25年４月１日現在）　

任期毎又は通算した在職期間

任期毎又は通算した在職期間



人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

一般行政 -16.7

計

-60

88

～

５６歳 ６０歳

以上

-8.1

-15.6

26

-1

3

-1.1

-89

714

299

（３）　職員数の推移

-23.5

12.7

-28

消防

24 年

教育

普通会計計

公営企業会計計

総合計 -63

過去5年間の増減数（率）

1

２０歳

～

３１歳

～

２３歳 ５９歳

職員数

区分

２４歳

21 46

２７歳

～

２０歳

～

２８歳 ３２歳 ３６歳 ４０歳 ５２歳４４歳

64 96 100 93 65

５５歳

65 72

４３歳 ４７歳 ５１歳

～ ～

３５歳 ３９歳

４８歳

～～

（２）　年齢別職員構成の状況　（平成25年４月１日現在）

～

（単位：人・％）

未満

２ １ 年１ ７ 年

（参考）

97

２ ２ 年

110

316

部 門

区 分 23 年

101 92

２ ０ 年

345

103

329

99

524 507 490654 572

94 94 92 92

549

301

140 119

413 359

216

853 755 733 719 706

199 205 206 209

777

212

（注） 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
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93
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231
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2 ５ 年
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51 

52 
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55 

56 
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59 
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構成比 

５年前の構成比 

% 



人

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

２　職員数は、平成25年３月31日現在の人数です。

歳 円 円

歳 円 円

勤勉手当 期末手当

計　Ｂ

21.6

千円

勤勉手当

　ア　決算

職員給与費

７　　公営企業職員の状況　

（１）　水道事業

①　職員給与費の状況

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

職 員 給 与 費 比 率

Ａ

期末手当

848,076

2４年度

Ｂ/Ａ

千円 ％

実 質 収 支

21.9

職 員 給 与 費 比 率Ｂ

区 分 総費用

23年度の総費用に占める

（参考）類似団体平均

64,195 185,443

総 費 用 に 占 め る （参考）純損益 又は

給 料

区 分 職員数 給 与 費

千円

一人当たり給与費

％

一 人 当 た り

　イ　特記事項

千円

期 末 ・ 勤 勉 手 当

千円千円

基 本 給区 分

23 99,752

24年度

14,091

給与費 Ｂ/Ａ職員手当

千円 千円

Ａ

千円

1,572 千円 1,393 千円

36,165 150,008 6,522 6,258

-

平 均 年 齢

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

平 均 月 収 額

団 体 平 均 45.2 353,532

364,557 528,750

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況　（平成25年４月１日現在）

520,694

47.2海 南 市

③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

海 南 市 水 道 事 業 海南市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成24年度） １人当たり平均支給額（平成24年度）

2.60 月分 1.35 月分2.60 月分 1.35 月分

月分 （　　0.65） 月分（-） 月分 （-） 月分

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

（　1.45）

　イ　退職手当　（平成25年４月１日現在）

海 南 市 水 道 事 業 海南市（一般行政職）

（ 支 給 率 ） 自己都合 勧奨・定年 （ 支 給 率 ） 自己都合 勧奨・定年

月分勤 続 ２ ０ 年 23.03 月分 28.7875 23.03 月分月分 勤 続 ２ ０ 年 28.7875

勤 続 ２ ５ 年 32.83 月分 38.955 月分

勤 続 ３ ５ 年 46.55 月分 55.86

月分 38.955月分 勤 続 ２ ５ 年 32.83

最 高 限 度 額 55.86 月分 55.86 月分

月分

最 高 限 度 額 55.86

勤 続 ３ ５ 年月分 46.55 月分 55.86

55.86 月分

25,072 千円

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％ その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％

25,338 千円

　ウ　地域手当

１人当たり平均支給額 - 千円 １人当たり平均支給額 - 千円

月分

（平成25年４月１日現在）

支給実績（平成24年度決算） ― 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） ― 円

支 給 対 象 地 域

％― 人 ―

支 給 率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

― ― ％



　カ　その他の手当　（平成25年４月１日現在）

一般行政職の 一般行政職の

制度との同異 制度との異な

る内容

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

― ―

職員が深夜（午後10時から翌日の午
前５時までの間をいう。）の一部又は全
部において呼び出しを受けた緊急の
業務に従事したとき

支給職員１人当たり

従事１回につき 1,000円

従事１日につき 1,000円

千円扶養手当 円

・配偶者以外の扶養親族のうち１人につき6,500円

・配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人目11,000円

・16歳から22歳までの子１人につき5,000円

・配偶者13,000円

3,485

住居手当 71,647 円

・借家、アパート等を借り受け月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員家賃に応じ27,000円を限度として支給

1,218

千円

通勤手当 61,889 円
交通用具使用者
(片道の通勤距離2km以上の職員に支給)
通勤距離に応じて2,500円～26,000円

内容及び支給単価

―

管理職手当

行政職給料表の職務の級７級の職員
月額70,000円

2,627

交通機関利用者
最高支給限度額55,000円

1,114

(新築、購入５年間3,000円)
　※平成24年度末廃止

支給実績

千円
・自宅を所有している職員2,000円
　※平成24年度末廃止

193,611

円

休日(祝祭日、年末年始)の正規の勤務時間中に勤務した場
合 １時間あたりの給与額×135/100

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち重要な業務を所
掌する課等の長の職にあるもの
月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち上記の条件に該
当しないもの
月額40,000円

千円 － 円

151 37,750 円休日勤務手当

管理職員特別勤
務手当

管理職手当を支給される職員が週休日、休日に勤務した場
合。勤務１回につき 部長級8,000円 課長級6,000円

－

千円

―

656,750

平均支給年額

（24年度決算）

－ 円

千円

（24年度決算）

時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

8.7

2 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度）

手当の種類　（手当数） 3

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成24年度決算）

（注）

主な支給対象職員

193

夜間勤務手当

― ―

3,746

1,000 円

千円

支給実績　（平成23年度決算）

支給実績　（平成24年度決算）

％

危険を伴う水道修繕工事に従事したと
き

163

千円

手　当　名

正規の勤務時間として午後10時から翌午前5時までの間に勤
務した場合 1時間あたりの給与額×25/100

－

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員１人当たり平均支給年額　（平成23年度決算） 千円

　オ　時間外勤務手当

千円職員１人当たり平均支給年額　（平成24年度決算）

職員が災害等により他の自治体に派
遣され、応急作業又は災害調査業務
に従事したとき

手 当 の 名 称

従事１日につき 200円

千円

支給実績　（平成24年度決算） 4,443

　エ　特殊勤務手当　（平成25年４月１日現在）



人

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

２　職員数は、平成25年３月31日現在の人数です。

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

海 南 市 病 院 事 業 海南市（一般行政職）

1.35

月分

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

期末手当

海 南 市 病 院 事 業 海南市（一般行政職）

千円 1,393

月分

月分 （　　0.65） （　　0.65） 月分

総費用

団 体 平 均

24年度

１人当たり平均支給額（平成24年度）

勤勉手当

（　1.45）

2.60

③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

月分

24年度

43.5

（注）

区 分

団 体 平 均

504,201

基 本 給

医 師

1,254

千円

職員数 給 与 費

　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

平 均 月 収 額

基 本 給 平 均 月 収 額

332,456

38.3

団 体 平 均

千円

１人当たり平均支給額（平成24年度）

-

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況　（平成25年４月１日現在）

区 分 平 均 年 齢

看 護 師

平 均 年 齢

区 分 平 均 年 齢

月分 （　1.45）

区 分

2.60 月分 1.35

期末手当 勤勉手当

月分

勧奨・定年 （ 支 給 率 ）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　イ　退職手当　（平成25年４月１日現在）

自己都合 勧奨・定年

勤 続 ２ ０ 年 23.03 月分 28.7875 月分

（ 支 給 率 ）

純損益 又は

①　職員給与費の状況

　ア　決算

給 料

職 員 給 与 費 比 率

千円

千円 千円 千円

勤 続 ２ ０ 年 23.03 月分 28.7875

Ａ 給与費 Ｂ/Ａ 一人当たり給与費

千円

（１）　病院事業

月分

職員手当

千円

2,398,624

一 人 当 た り区 分

-22,268 1,312,761

計　Ｂ

（参考）類似団体平均

Ａ

実 質 収 支

期 末 ・ 勤 勉 手 当

Ｂ

52.7

23年度の総費用に占める

総 費 用 に 占 め る

Ｂ/Ａ

（参考）

54.7

職員給与費

％

事 務 職 員

自己都合

職 員 給 与 費 比 率

千円 ％

月分 38.955勤 続 ２ ５ 年 32.83 月分 38.955

月分 勤 続 ３ ５ 年 46.55

月分 勤 続 ２ ５ 年 32.83

月分 55.86 月分 最 高 限 度 額

月分

勤 続 ３ ５ 年 46.55 月分 55.86

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％ その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％

月分 55.86 月分

最 高 限 度 額 55.86 55.86 月分 55.86 月分

-１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額千円

1,002,152

　イ　特記事項

6,764166 607,997 185,971 208,184

48.0 458,666 1,058,750

6,037

千円

44.2 565,922 1,380,847

38.5

千円

282,866

286,732

基 本 給

451,166

3,712

平 均 月 収 額

411,808

39.4 270,334 406,109

25,072 千円

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

25,286 千円



月額 1,000円

――

月額 3,000円

病院外診療手当相当額

―
放射線作業に従事する放射線作
業補助者

―

当該診療業務１回につき、５万円
を限度として管理者が別に定める
額

― 診療放射線技師の職にある職員 ―

千円

一般行政職の制度（支給率）

％

　ウ　地域手当

（平成25年４月１日現在）

支給実績（平成24年度決算） ―

― 人 ―

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） ― 円

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支給対象職員数

― ％

90,194 千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成24年度決算） 560,211 円

支給実績　（平成24年度決算）

支給実績　（平成24年度決算） 41,706 千円

医師研究手当相当月額 ―

円

職員１人当たり平均支給年額　（平成24年度決算）

管理者が別に定める額

―

院長　月額150,000円
副院長　月額100,000円
部長　月額60,000円
医長　月額30,000円
主任医師　月額15,000円

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

病院内診療手当相当月額 ― ―

手 当 の 名 称 主な支給対象職員

院長、副院長、部長、医長、主任
医師

―職長手当相当月額

支給実績　（平成23年度決算） 48,570

職員１人当たり平均支給年額　（平成23年度決算）

248,250 円

千円

13

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

― ―

―

看護相談専門員の職にある職員

手当の種類　（手当数）

　エ　特殊勤務手当　（平成25年４月１日現在）

％

―

月額 3,000円

従事１回につき 3,300円

140,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 85.1

月額 2,000円

従事１回につき 2,900円

― ―

看護師又は助産師が深夜において行
われる外来患者の看護等の業務に従
事したとき(手術のために看護等の業
務に従事したときは、除く。）

１勤務日につき 1,000円

―

看護師又は助産
師が正規の勤務
時間による勤務の
一部又は全部が
深夜において行わ
れる看護等の業務
に従事したとき

深夜における勤務
時間が４時間以上
である場合

深夜における勤務
時間が４時間未満
である場合

職員が災害等により他の自治体
に派遣され、応急作業又は災害
調査業務に従事したとき。

― 従事１日につき 1,000円

―
助産師の職にある職員であって、
助産の業務に従事するもの

― 月額 3,000円

―
尿、血液等を検査する臨床検査
技師及び衛生検査技師

―

　オ　時間外勤務手当

― 尿、血液等を検査する作業補助者 ― 月額 １,000円

―

313,355



　カ　その他の手当　（平成25年４月１日現在）

一般行政職の 一般行政職の

制度との同異 制度との異な

る内容

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ －

千円 182,457

11,140 千円

管理職手当を支給される職員が週休日、休日に勤務した場
合。勤務１回につき 部長級8,000円 課長級6,000円

－

・配偶者以外の扶養親族のうち１人につき6,500円

・配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人目11,000円

円

交通機関利用者
最高支給限度額55,000円

千円

住居手当

・16歳から22歳までの子１人につき5,000円

70,062 円

・借家、アパート等を借り受け月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員家賃に応じ27,000円を限度として支給

6,779 千円 102,712 円・自宅を所有している職員2,000円
　※平成24年度末廃止

(新築、購入５年間3,000円)
　※平成24年度末廃止

交通用具使用者
(片道の通勤距離2km以上の職員に支給)
通勤距離に応じて2,500円～26,000円

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績 支給職員１人当たり

（24年度決算）

扶養手当

・配偶者13,000円

12,772

通勤手当

平均支給年額

（24年度決算）

管理職手当

行政職給料表の職務の級７級の職員
月額70,000円

7,920 千円

21,951

千円

円

総看護師長の職にあるもの
月額70,000円

副総看護師長の職にあるもの
月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち重要な業務を所
掌する課等の長の職にあるもの
月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち上記の条件に該
当しないもの
月額40,000円

円

528,000

111,512夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から翌午前5時までの間に勤
務した場合 1時間あたりの給与額×25/100

8,698

休日(祝祭日、年末年始)の正規の勤務時間中に勤務した場
合 １時間あたりの給与額×135/100

1,822 千円

円
管理職員特別勤
務手当

休日勤務手当

円


